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１．平成18年11月中間期の業績（平成18年6月1日～平成18年11月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年11月中間期 18,331 (  4.4) 178  (  94.3) 208 (  62.1)

17年11月中間期 17,562 (△1.4) 91 (△36.3) 128 (△27.3)

18年５月期 42,465 938 1,003

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭
18年11月中間期 129  (  85.5) 11 14
17年11月中間期 70 (△42.9) 6 00

18年５月期 547 46 93

（注）①期中平均株式数 18年11月中間期 11,666,122株　17年11月中間期 11,680,731株  

 18年５月期 11,675,506株    

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
18年11月中間期 26,197 8,993 34.3 770 90
17年11月中間期 26,563 8,603 32.4 736 90

18年５月期 33,397 9,059 27.1 776 57

（注）①期末発行済株式数 18年11月中間期 11,665,777株　17年11月中間期 11,674,642株   

 18年５月期 11,666,626株     

②期末自己株式数 18年11月中間期    106,849株 17年11月中間期 97,984株 18年５月期 106,000株

２．平成19年5月期の業績予想（平成18年6月1日～平成19年5月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円  百万円  百万円

通　期 44,000  1,250  680  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）58円29銭　

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

 中間期末 期末 年間

18年５月期 － 13.00 13.00

19年５月期（実績） 6.00 －
14.00

19年５月期（予想） － 8.00

　（注）18年11月中間期末配当金の内訳　　1株につき　普通配当　6円　

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能

性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料

の４ページを参照してください。
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５．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年11月30日）
当中間会計期間末

（平成18年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 2,434,487   2,224,053   1,836,334   

２．受取手形  5,636,853   5,167,869   7,879,714   

３．売掛金  5,238,186   5,767,784   10,241,619   

４．たな卸資産  3,961,845   3,927,025   4,202,327   

５．その他  492,685   494,647   649,821   

　　貸倒引当金  △31,800   △21,900   △53,800   

流動資産合計   17,732,257 66.8  17,559,481 67.0  24,756,018 74.1

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物 ※1.2 1,847,424   1,833,601   1,798,999   

(2）土地 ※２ 3,895,592   3,885,456   3,885,456   

(3）その他 ※１ 348,335   308,601   340,099   

有形固定資産計  6,091,352   6,027,659   6,024,555   

２．無形固定資産  52,393   43,661   47,830   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 1,801,283   1,795,024   1,867,912   

(2）その他  1,060,035   887,918   819,124   

　　貸倒引当金  △173,373   △116,013   △118,398   

投資その他の資産計  2,687,946   2,566,930   2,568,638   

固定資産合計   8,831,691 33.2  8,638,251 33.0  8,641,024 25.9

資産合計   26,563,949 100.0  26,197,733 100.0  33,397,042 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年11月30日）
当中間会計期間末

（平成18年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  4,813,056   4,562,967   7,620,735   

２．買掛金  4,957,756   5,277,963   11,438,176   

３．短期借入金 ※２ 6,016,366   5,250,366   2,750,366   

４．未払法人税等  105,209   77,498   302,462   

５．その他  730,814   743,459   907,357   

流動負債合計   16,623,202 62.6  15,912,254 60.8  23,019,097 69.0

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２ 79,064   33,698   43,881   

２．退職給付引当金  1,072,186   1,051,503   1,073,396   

３．役員退職慰労引当金  175,455   188,430   182,055   

４．その他  11,009   18,645   18,645   

固定負債合計   1,337,714 5.0  1,292,276 4.9  1,317,978 3.9

負債合計   17,960,916 67.6  17,204,531 65.7  24,337,075 72.9

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   1,491,267 5.6  － －  － －

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  1,751,682   －   －   

２．その他資本剰余金  223   －   －   

資本剰余金合計   1,751,906 6.6  － －  － －

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  290,475   －   －   

２．任意積立金  4,434,000   －   －   

３．中間（当期）未処分利
益

 183,545   －   －   

利益剰余金合計   4,908,020 18.5  － －  － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

  506,926 1.9  － －  － －

Ⅴ　自己株式   △55,088 △0.2  － －  － －

資本合計   8,603,032 32.4  － －  － －

負債及び資本合計   26,563,949 100.0  － －  － －
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前中間会計期間末

（平成17年11月30日）
当中間会計期間末

（平成18年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   － －  1,491,267 5.7  1,491,267 4.5

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  －   1,751,682   1,751,682   

(2）その他資本剰余金  －   302   297   

資本剰余金合計   － －  1,751,985 6.7  1,751,980 5.2

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  －   290,475   290,475   

(2）その他利益剰余金           

従業員福利施設積立
金

 －   24,000   24,000   

別途積立金  －   4,710,000   4,410,000   

繰越利益剰余金  －   339,673   661,392   

利益剰余金合計   － －  5,364,148 20.4  5,385,867 16.1

４．自己株式   － －  △62,356 △0.2  △61,750 △0.2

株主資本合計   － －  8,545,045 32.6  8,567,364 25.6

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  448,156 1.7  492,602 1.5

評価・換算差額等合計   － －  448,156 1.7  492,602 1.5

純資産合計   － －  8,993,201 34.3  9,059,967 27.1

負債純資産合計   － －  26,197,733 100.0  33,397,042 100.0
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   17,562,814 100.0  18,331,898 100.0 769,084  42,465,216 100.0

Ⅱ　売上原価   14,677,861 83.6  15,377,164 83.9 699,303  35,858,567 84.4

売上総利益   2,884,952 16.4  2,954,733 16.1 69,780  6,606,649 15.6

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  2,793,166 15.9  2,776,433 15.1 △16,733  5,667,918 13.3

営業利益   91,785 0.5  178,299 1.0 86,513  938,731 2.3

Ⅳ　営業外収益 ※１  56,388 0.3  52,972 0.2 △3,415  105,105 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  19,749 0.1  23,151 0.1 3,402  40,587 0.1

経常利益   128,424 0.7  208,120 1.1 79,695  1,003,249 2.4

Ⅵ　特別利益 ※３  16,906 0.1  35,017 0.2 18,111  16,906 0.0

Ⅶ　特別損失 ※4.5  10,333 0.0  850 0.0 △9,482  33,244 0.1

税引前中間（当
期）純利益

  134,997 0.8  242,286 1.3 107,289  986,911 2.3

法人税、住民税及
び事業税

 92,000   69,000    489,000   

法人税等調整額  △27,069 64,930 0.4 43,338 112,338 0.6 47,408 △50,001 438,999 1.0

中間（当期）純利
益

  70,066 0.4  129,947 0.7 59,880  547,913 1.3

前期繰越利益   113,478   －    －  

中間（当期）未処
分利益

  183,545   －    －  
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(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年６月１日　至　平成18年11月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

従業員
福利施設
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年5月31日
残高
（千円）

1,491,267 1,751,682 297 1,751,980 290,475 24,000 4,410,000 661,392 5,385,867 △61,750 8,567,364

中間会計期間中の
変動額

別途積立金の積

立て
      300,000 △300,000    

剰余金の配当        △151,666 △151,666  △151,666

中間純利益        129,947 129,947  129,947

自己株式の処分   4 4      25 29

自己株式の取得          △631 △631

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額）

           

中間会計期間中の
変動額合計
（千円）

－ － 4 4 － － 300,000 △321,718 △21,718 △606 △22,319

平成18年11月30日
残高
（千円）

1,491,267 1,751,682 302 1,751,985 290,475 24,000 4,710,000 339,673 5,364,148 △62,356 8,545,045

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年5月31日残高
（千円）

492,602 492,602 9,059,967

中間会計期間中の変動
額

別途積立金の積立て    

剰余金の配当   △151,666

中間純利益   129,947

自己株式の処分   29

自己株式の取得   △631

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額）

△44,446 △44,446 △44,446

中間会計期間中の変動
額合計
（千円）

△44,446 △44,446 △66,765

平成18年11月30日残高
（千円）

448,156 448,156 8,993,201

-6-



前事業年度（自  平成17年６月１日　至  平成18年５月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金

その他
資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

従業員
福利施設
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年５月31日　

残高　　(千円）
1,491,267 1,751,682 223 1,751,906 290,475 24,000 3,960,000 723,740 4,998,215 △45,530 8,195,858

事業年度中の変動額

別途積立金の積

立て
      450,000 △450,000    

剰余金の配当        △140,261 △140,261  △140,261

利益処分による

役員賞与
       △20,000 △20,000  △20,000

当期純利益        547,913 547,913  547,913

自己株式の処分   74 74      140 214

自己株式の取得          △16,359 △16,359

株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額）

           

事業年度中の変動

額合計　（千円）
－ － 74 74 － － 450,000 △62,348 387,651 △16,219 371,506

平成18年５月31日　

残高　　(千円）
1,491,267 1,751,682 297 1,751,980 290,475 24,000 4,410,000 661,392 5,385,867 △61,750 8,567,364

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成17年５月31日残高

（千円）
264,159 264,159 8,460,017

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て    

剰余金の配当   △140,261

利益処分による役員

賞与
  △20,000

当期純利益   547,913

自己株式の処分   214

自己株式の取得   △16,359

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額）

228,443 228,443 228,443

事業年度中の変動額　

合計　　 

（千円）

228,443 228,443 599,949

平成18年５月31日残高

 （千円）
492,602 492,602 9,059,967
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式

総平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定）

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定）

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

商品

総平均法による原価法

　ただし、ミニチューバー

（種イモ）関係のうちマイク

ロチューバーについては先入

先出法による原価法

(2）たな卸資産

商品

同左

(2）たな卸資産

商品

同左

 未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

  　 同左

未成工事支出金

  　 同左

 貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

  　 同左

貯蔵品

  　 同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 建物 ５～50年

構築物 10～20年

  

  

  

  

 (2）無形固定資産

　定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）

 ―――――

(2）

 ―――――

(2）役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

　なお、仮払消費税等と仮受消費税

等を相殺の上、差額を流動負債の

「その他」に含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号　平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税引前中間純利益は2,290千円減少して

おります。

　なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき土地の金

額から直接控除しております。

 ───── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号　平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税引

前当期純利益は2,290千円減少しておりま

す。

　なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき土地の金額か

ら直接控除しております。

 ─────  ───── 　(役員賞与に係る会計基準） 

　当事業年度より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号　平成17年

11月29日）を適用しております。これによ

り、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、20,000千円減少しております。 

 ─────  ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用して

おります。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、

純資産の部の合計と同額であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年11月30日）
当中間会計期間末

（平成18年11月30日）
前事業年度末

（平成18年５月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額

（千円） （千円） （千円）

3,725,682 3,868,789 3,806,462

※２．担保に供している資産    

流動資産 34,500 34,500 34,500

固定資産 1,364,967 1,413,052 1,369,349

対象債務    

短期借入金 4,926,000 4,650,000 2,490,000

長期借入金 44,000 9,000 14,000

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

※１．営業外収益の主要科目 （千円） （千円） （千円）

受取利息 7,309 2,121 12,138

受取配当金 11,957 14,448 16,676

受取家賃 28,600 28,537 56,649

※２．営業外費用の主要科目    

支払利息 19,681 22,166 39,423

※３．特別利益の主要科目    

投資有価証券売却益 16,906 732 16,906

貸倒引当金戻入益 － 34,285 －

※４．特別損失の主要科目    

固定資産売却損 － － 8,585

固定資産処分損 8,043 850 10,964

投資有価証券評価損 － － 11,404

減損損失 2,290 － 2,290

※５．減損損失 　当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

茨城県常

陸大宮市

遊休

資産
土地

千円

2,290

　当社は、拠点別に資産をグルー

プ化し、賃貸資産・遊休資産につ

いては、物件ごとにグルーピング

を行っております。

　上記土地については、遊休資産

となっておりますので、当該資産

グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損

損失(2,290千円）として特別損失

に計上しております。

　なお、当該土地の回収可能価額

は正味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定士による評価額等

を基礎として評価しております。

 ─── 　当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

茨城県常

陸大宮市

遊休

資産
土地

千円

2,290

　　　

　当社は、拠点別に資産をグルー

プ化し、賃貸資産・遊休資産につ

いては、物件ごとにグルーピング

を行っております。

　上記土地については、遊休資産

となっていたため、当該資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損

失(2,290千円）として特別損失に

計上しております。

　なお、当該土地の回収可能価額

は正味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定士による評価額等

を基礎として評価しております。

　６．減価償却実施額    

有形固定資産 102,637 96,389 209,672

無形固定資産 4,562 4,569 9,125
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年６月１日　至　平成18年11月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式　（注）1.2 106,000 892 43 106,849

合計 106,000 892 43 106,849

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加892株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少43株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

前事業年度（自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式　（注）1.2 84,132 22,112 244 106,000

合計 84,132 22,112 244 106,000

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加22,112株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少244株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

①　リース取引

　　　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１株当たり純資産額

  736円90銭

１株当たり純資産額

    770円 90銭

１株当たり純資産額

      776円57銭

１株当たり中間純利益金額

  6円00銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

１株当たり中間純利益金額

   11円14銭

同左

１株当たり当期純利益金額

    46円93銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

前事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

中間（当期）純利益（千円） 70,066 129,947 547,913

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
70,066 129,947 547,913

期中平均株式数（千株） 11,680 11,666 11,675

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。
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